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Because children cannot be expected to take medications correctly by themselves, parents are responsible for ad-
ministering drugs based on the information provided by pharmacists. It has been reported that 90％ of children aged 35
years in Japan attend kindergarten or nursery school, where teachers are responsible for the administration of some
drugs to children. This study evaluated the types of information that teachers receive from parents. We conducted a
questionnaire-based survey on drug information imparted to 144 teachers working in kindergarten or nursery schools in
Hiroshima and Kure. The teachers reported that drug information from parents mainly comprised dosage and usage.
However, little information was provided concerning the drug name, adverse drug reactions, and interaction with food i-
tems. To administer drugs to children safely, kindergarten and nursery teachers considered the information regarding
adverse drug reactions (111/123 teachers), interaction with foods (106/123 teachers), and eŠective means of ad-
ministering drugs (117/123 teachers) as important. The pharmacists' prescription notes have information on dosage,
usage, drug name, adverse drug reactions, and interaction with food items. However, the teachers receive drug informa-
tion from parents in the order of oral communication, a written note, and via the pharmacists' prescription note. Seven-
ty-two percent of teachers (89/123 teachers) insisted on needing the pharmacists' prescription note. These results sug-
gest that teachers are uncomfortable administering medications to children primarily due to inadequate information.
Pharmacists should instruct parents to provide teachers with prescription notes to prevent grave medication errors.
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緒 言

小児薬物治療領域において，患児及びその保護者

が医薬品を理解し，服用することが重要となってく

る．しかし，小児自身で適切に服用することが困難

であるため，保護者に対しても服薬指導がなされて

いる．家庭内では，その指導に基づいて，保護者

が，小児の服薬コンプライアンスを高めることがで

きる．これまで，小児のコンプライアンスは，保護

者の内服薬に関する知識に比例して，向上すること

が報告されている．1)また，保護者が医薬品の種

類，投与方法，副作用及び安全性について理解する

ことによりコンプライアンスが高くなるとの報告も

ある．2,3)

一方，平成 13 年度の調査で，わが国では 3 歳か

ら 5 歳の幼児の 9 割が幼稚園及び保育所などの就学

前保育施設に通っていることが知られており，4)家
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Table 1. Questionnaire about the drug information for the teachers.

幼稚園・保育所の教職員への医薬品情報提供に関するアンケート

Q1. これまで園(所)児にお薬を飲ませたことはありますか

□はい □いいえ

Q2. その際，保護者からお薬の説明を受けましたか

□いいえ □はい

それはどのような方法で説明がありましたか

□口頭（電話を含める） □連絡帳 □お薬の説明文（医薬品情報用紙）

また，それはどのような内容でしたか（複数回答可）

□薬剤名 □服用時間（昼食後など） □服用量（1 包や 1 錠）

□服用方法（嚥下ゼリーを使ってなど） □副作用 □その他（ ）

Q3. 園(所)児にお薬を飲ませる際，食べ物（給食やおやつなど）と医薬品との相互作用についての情報は必要と考えますか

□はい □いいえ

Q4. 医薬品の服用方法に関する情報が必要と思いますか

□はい □いいえ

Q5. 医薬品の副作用に関する情報が必要と思いますか

□はい □いいえ

Q6. 教職員に対しても，お薬の説明文（医薬品情報用紙）が必要と考えますか

□はい □いいえ

Q7. 医薬品を園(所)児に服用させる際に，必要と考えられる情報がありましたら，記載してください．

ご協力ありがとうございました．
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庭外でも，幼児が医薬品を服用する機会が多いと考

えられる．したがって，これら施設に勤務する教職

員も，保護者同様に，医薬品の種類，投与方法，副

作用及び安全性について理解する必要が考えられる．

これまで，保護者に対する医薬品の使用方法510)

や医薬品情報提供のあり方11)などに関して，多く検

討されているが，幼児の生活に深く係わる就学前保

育施設の教職員に対するものは極めて少ない．今

回，われわれは，幼稚園に勤務する教員及び保育所

に勤務する保育士を対象に，保護者から教職員への

医薬品情報の提供に関する現状及びこれら教育・保

育施設にて，就学前児童に医薬品を服用させる際，

教職員が必要としている情報を把握する目的で，ア

ンケート調査を実施した．

方 法

1. 調査対象及び期間 アンケート調査は，

2007 年 9 月から 12 月までの 4 ヵ月間，広島市及び

呉市の幼稚園（7 施設）に勤務する教員 69 名を対

象に行った．その後，2008 年 5 月から 6 月までの 2

ヵ月間，広島市及び呉市の保育所（13 施設）に勤

務する保育士 73 名を対象に同様の調査を行った．

2. 調査方法 調査は，無記名で行い，選択肢

及び記述回答式とし，記入後に直接回収若しくは郵

送にて回答を得た．

3. 調査項目 アンケート調査の内容は，教職

員が保護者から得ている医薬品情報の伝達手段・内

容に関する項目（Q. 12）と教職員が安全に服用さ

せるために必要と考えている情報に関する項目

（Q. 37）とした（Table 1）．医薬品に関しては，

医療用と一般用に区別せず，幼稚園・保育所内で服

用するものとして，調査を実施した．

なお，本調査は，対象となる教職員に対し，文書に

て，研究の趣旨，調査への参加の自由及び個人情報
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Fig. 1. What Contents of the Drug Information Did the Teachers Get from the Parents?
p＜0.05, p＜0.01 vs Dose regimen, # p＜0.05 Kindergarten vs Nursery, All statistical analysis was performed by using the x2 test. (alternative・mark all

that apply)
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の取り扱いに関する説明を行い，対象者の同意を得

たのち実施した．

4. 統計解析 統計分析は x2 独立検定を用

い，有意水準を 5％とした．

結 果

アンケートの回収率は，幼稚園 100.0％（69 名）

及び保育所 74.0％（54 名）であった．園児に服薬

させた経験を有する教職員は，幼稚園教員 66 名

（95.7％），保育所の保育士 54 名（100.0％）であっ

た．その際，保護者より医薬品情報提供の機会を得

た教職員は幼稚園 62 名，保育所 54 名であった．

保護者から幼稚園教員に伝えられた医薬品情報の

内容は，服用時間（61 名）が最も多く，服用量

（52 名），服用方法（30 名），薬剤名（17 名），そし

て，副作用（1 名）及び服薬時における注意事項

（1 名）の順であった．さらに，病名・病状（1 名），

服用の際に，特に注意すべきこと（1 名）であった．

また，保育所に関しても，同様に，服用時間（54

名）が最も多く，服用量（47 名），服用方法（29 名），

薬剤名（28 名），そして，副作用（4 名）であった．

さらに，病名・病状（4 名），服用期間（3 名），服

用開始日（3 名），受診医院名（1 名），及び服用時

の様子（1 名）を伝達された保育士もいた．さらに，

幼稚園と保育所ともに，服用時間に比して，服用

量，薬剤名，服用方法及び副作用に関して情報提供

が有意に少ないことが認められた（Fig. 1）．さら

に，保育所では，幼稚園に比して，薬剤名の情報提

供を受けた頻度が有意に多いことが明らかになった．

幼稚園教員が保護者より医薬品情報を得る主な手

段として，口頭（36 名）及び連絡帳（36 名）が大

半を占め，医薬品情報用紙は，わずか 4 名であっ

た．一方，保育所では保護者より医薬品情報を得る

主な手段として，口頭（40 名），連絡帳（37 名），

そして医薬品情報用紙（21 名）と回答した．幼稚

園と保育所ともに，医薬品情報用紙による提供頻度

は，口頭及び連絡帳に比して，有意に少ないことが

認められた．さらに，保育所では，幼稚園に比し

て，医薬品情報用紙を用いた提供頻度が有意に多い

ことが示された（Fig. 2）．

「園児にお薬を飲ませる際，食べ物（給食やおや

つなど）と医薬品との相互作用についての情報は必

要と考えますか」の質問に対し，必要と考える教職

員は，幼稚園 58 名（84.1％），保育所 48 名（88.9

％）であった．加えて，「医薬品の服用方法に関す

る情報が必要と思いますか」の質問に対し，必要と

考えている教職員は，幼稚園 65 名（94.2％），保育

所 52 名（96.3％）であった．また，「医薬品の副作

用に関する情報が必要と思いますか」の質問に対

し，必要と考えている教職員は，幼稚園 60 名

（87.0％），保育所 51 名（94.4％）を示した．「教職

員に対しても，お薬の説明文（医薬品情報用紙）が

必要と考えますか」の質問に対し，必要と考えてい

る教職員は，幼稚園 49 名（71.0％），保育所 40 名

（74.1％）を占めた．いずれの項目において，幼稚

園と保育所の間に差は認められなかった（Fig. 3）．

「医薬品を園（所）児に服用させる際に，必要と

考えられる情報はなにですか．」という記述式の質

問に対して，「かならず，在園中に服用しなければ

ならない医薬品であるか，帰宅後に服用しても差支
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Fig. 2. How Did the Teachers Get the Drug Information for Children from the Parents?
p＜0.01 vs oral, ## p＜0.01 Kindergarten vs Nursery, All statistical analysis was performed by using the x2 test. (alternative・mark all that apply)

Fig. 3. Do the Teachers Require the Information about the Adverse Drug Reaction, the Interaction with Foods, the EŠective Means
of Administering Drugs? And Do the Teachers Require the Drug Information Paper for Children Safety?

All statistical analysis was performed by using the x2 test.
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えがない医薬品であるかの区別」（4 名）や「ハプ

ニングなどによりコンプライアンスを遵守できない

場合の対処方法」（2 名），そして「副作用が出現し

た場合の対処方法」（1 名）との回答を幼稚園教員

より得た．一方，保育所の保育士においては，「ハ

プニングなどによりコンプライアンスを遵守できな

い場合の対処方法」（3 名），「かならず，在所中に

服用しなければならない医薬品であるか，帰宅後に

服用しても差支えがない医薬品であるかの区別」（2

名），「副作用が出現した場合の対処方法」（2 名），

そして「医薬品の保管方法」（1 名）との回答を得

た．

考 察

現在，3 歳から 5 歳の幼児の 9 割が幼稚園及び保

育所などの施設に通っている．4)本調査において，

これら施設の教職員の多くは，小児に医薬品を服用

させた経験を有していることが示された（幼稚園：

95.7％，保育所：100％）．したがって，幼稚園児や

保育所児に対し，医薬品の適正使用を行うために

は，教職員に対する医薬品情報の提供が重要であ

る．アンケートに示した医薬品情報の内容（薬剤

名，服用時間，服用量，副作用）は，教職員が安全

に医薬品を服用させるために基本的な情報と考え
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る．しかし，教職員が保護者から得た医薬品情報の

内容は，服用時間や服用量が中心であり，薬剤名，

相互作用，副作用の初期症状に関する情報はわずか

であった（Fig. 1）．服用時間や服用量に関する情

報は，単に，小児に医薬品を服用させる際の最低限

の情報と考えられる．伝達された割合が低かった相

互作用，副作用の初期症状に関する情報は，重篤な

有害事象を回避するために，また，薬剤名は副作用

発現時の対応を遅延させないために重要な情報であ

る．実際，教職員は相互作用及び副作用の情報を必

要としていることが示されている（Fig. 3）．これ

らの結果より，多くの教職員は，薬剤名及び副作用

に関する情報を必要としているにも係わらず，その

情報を十分に得ることなく，園児に服用させている

現状が明らかになった．したがって，教職員は，医

薬品を安全に服用させるために，これらの基本情報

も知る必要がある．

安全に医薬品を使用するためには，適正な伝達内

容に加え，確実な伝達方法が必要である．われわれ

は，医薬品情報の伝達方法についても検討を行っ

た．幼稚園教員は，保護者から，口頭若しくは連絡

帳にて，医薬品に関する情報を得ており，薬剤情報

提供用紙を用いた伝達はわずか 4 名であった（Fig.

2）．同様に，保育所においても，口頭や連絡帳にて

情報を得ており，医薬品情報用紙を用いた伝達は，

他の方法に比して，有意に少ないことが認められた

（Fig. 2）．さらに，各伝達手段による情報提供内容

について検討したところ，薬剤情報提供用紙を用い

た際の情報提供は，口頭に比して，薬剤名，服用時

間，服用量，そして副作用に関する情報を伝達され

た割合が高い傾向にあった（p＝0.06）．薬剤情報提

供用紙には，薬剤名，服用時間，服用量に加え，教

職員が必要と回答した医薬品の相互作用，副作用そ

して，服用時の注意に関する情報も記載されてい

る．そのため，他の方法に比して，より多くの情報

が，より確実に教職員に伝達され易いと考えられ

る．また，75％の幼稚園・保育所の教職員が，医薬

品情報用紙を必要と回答したこと（Fig. 3）も併せ

て考慮すると，教職員に対しても，保護者同様に，

医薬品情報用紙の提供が有用な方法であることが示

唆された．

これまで，幼稚園・保育所内における小児への服

薬は，1）副作用が出現する可能性がある，2）在園

（所）中に服用が必要な症状ならば，通園（所）を

中止する必要がある，3）服用忘れなどコンプライ

アンスを遵守できない可能性があることなどから，

教職員による小児への服薬は消極的であることが報

告されている．12)加えて，われわれは，教職員に適

切な情報が十分に伝達されていなかったことも小児

への服薬に対し，消極的な理由の一因であると考え

ている．一方，保護者は幼稚園や保育所に断られて

も服用を依頼することが報告されている．12)慢性疾

病や家庭の事情など施設内で医薬品を服用しなけれ

ばいけない場合もあるため，薬剤師は，教職員に対

し，より積極的な医薬品情報の提供と服用薬の重要

性を指導する必要があると考える．

また，「副作用の出現の対処方法」や「定時に服

用できなかった場合の対処方法」を必要との回答す

る教職員もいた．これらを加えた医薬品情報を，教

職員に提供することにより，副作用の出現に対する

対処が可能であり，コンプライアンス向上にも寄与

すると考える．したがって，基本的な情報に加え，

教職員が必要としている副作用の発生時の対処方法

及び服用できなかった場合の対処方法などを含んだ

適切な医薬品情報を提供する必要がある．

現在，医師の処方した医薬品のみを服用させる幼

稚園・保育所が多い．12)しかし，一般用医薬品やサ

プリメントなどを，幼児に服用させている施設があ

るため，医療用医薬品に加え，一般用医薬品やサプ

リメントに関しても，その情報を提供する必要があ

ると考える．

本調査では，就学前保育施設の教職員を対象とし

たため，保護者個々の伝達方法・内容を詳細に把握

することはできなかった．しかし，教職員は，小児

に医薬品を服用させるために必要な情報を十分に得

られず，服用させている現状が明らかになった．

今後，幼児に対するより適切な医薬品使用を推進

するために，われわれ，薬剤師は，医療用医薬品に

加え，一般用医薬品やサプリメントに関しても，積

極的に教職員向け医薬品情報用紙を作成し，提供を

行うべきと考える．
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